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≡ (54) 発明の名称 ：溶接部の靭性 と耐遅れ破壊特性 に優れた耐磨耗鋼板

― (57) Abstract: Provided i s an abrasion-resistant steel piate or sheet which exhibits excellent weld toughness and excellent delayed
fracture resistance and i s thus suitable for construction machines, industrial machines, and so on. Specifically provided i s a steel
plate or sheet which contains, in mass%, 0.20 t o 0.30% ofC, 0.05 to 1.0% of Si, 0.40 to 1.2% ofMn, 0.010% or less ofP, 0.005%

づ or less of S , 0.40 to 1.5% ofCr, 0.005 to 0.025% ofNb, 0.005 to 0.03% o f Ti, 0.1% or less o f Al, 0.01% or less o f N , and, as nec-
essary, one or more o f Mo, W , B , Cu, Ni, V , REM, C a and Mg, and has a D P o f 4 5 t o 180 while satisfying the relationship:

f C+Mn/4-Cr/3+10P<0.47, and which has a micro structure that comprises martensite as the matrix phase.
DI*=33.85x(0J xC) 5x(0JxSi+l)x(333xMn+l)x(0.35xCu+l)x(0.36xNi+l)x(2.16xCr+l)x(3xMo+l)x(1 .75xV+l)x(1 .5xW+l)

(57) 要約：建設機械 、産 業機械等 に好適 な溶接部の靱性 と耐遅れ破壊特性 に優 れ る耐磨耗鋼板 を提供す
る。具体的には、m a s s % で、 C ：0 . 2 0 ~ 0 . 3 0 S i ：0 . 0 5 ~ . 0 % 、 M n ：0 .
4 0 ~ . 2 % 、 P ：0 . 0 1 0 % 以下、 S ：0 . 0 0 5 % 以下、 C r ：0 . 4 0 ~ . 5 % 、 N b ：
0 . 0 0 5 ~ 0 . 0 2 5 % 、 T i : 0 . 0 0 5 ~ 0 . 0 3 % 、 A I : 0 . % 以下、 N ：0 . 0 1 % 以

¾ 下 を含有 し、必要 に応 じて M o 、W 、 巳、 C u 、 N i 、 V 、 R E M C a 、 M g の 1 種 または 2 種 以上
を含有 し、 D I * が D I * ( = 3 3 . 8 5 ( 0 . C ) ( 0 . 7 S i + ) ( 3 . 3 3 χΜ n

0 + ) ( 0 . 3 5 x C u + 1 ) ( 0 . 3 6 χ Ν i + 1 ) ( 2 . 6 x C r + 1 ) ( 3 χ Μ ο +
) ( . 7 5 x V + ) ( . 5 xW + 1 ) ) : 4 5 ~ 1 8 0 、 C + M n 4 — C r 3 + 1 0 P ≤

0 . 4 7 で ミク ロ組織がマルテ ンサイ トを基地相 とす る鋼板である。



明細書

[発 明の名称]

溶接部の靭性と耐遅れ破壊特性に優れた耐磨耗鋼板

[技術分野]

[0001]

本発 明 は、建 設 機 械 (construction machine) 、産 業 機 械 （industrial

machine)^ 造船、shipbuiding )、鋼管 (steel pipe )、土木 (civil engineering 八建条等

に供して好適な板厚 4mm 以上の耐磨耗銅板 (abrasion resistant steel plate or

steel sheet) に係 り、特 に、溶接部の靭性 (weld toughness) と耐遅れ破 壊 特性

(delayed fracture resistance) に優れるものに する。

[背景技術]

[0002]

建 設 機 械 、産 業 機 械 、造船、鋼管、土木、建築等の鉄鋼構造物や機械、装

置等に熱間圧延鋼板が用いられる際には、鋼板の耐磨耗性 (abrasion resistant

property) が要求されることがある。従来、鋼材として優れた耐磨耗性を保有するた

めには、硬度 (hardness) を高めることが一般 的であり、マ ル テ ンサイト単相組織

(martensite single phase microstructure) とすることにより飛躍的に咼めることが可

能である。また、マ ル テ ンサイト組織 自体の硬 さを上昇させるために、固溶 C 量

(amount o f solid solution carbon) を增ノJ口 ること力、有効である。

[0003]

そ の た め 、耐 磨 耗 銅 板 は 一 般 的 に低 温 割 れ 感 受 性 （cold cracking

susceptibility) 高ぐ 溶接部の靭性に劣り、溶接鋼構造物 (welded steel structure)

使われる場合 、岩石 (rock) や土砂 (earth and sand) などと接触する鋼部材の表面

にライナー (liner) として貼り合わせて使用される場合が一般的であった。例えば、

ダンプ(damped motor lorry) のベ ッセル (vessel) では、軟鋼（mild steel) を用いて溶

接施工により組み立てた後、土砂と接するベ ッセル 表面にのみ耐磨耗鋼板を張り

合わせて利用される場合がある。



[0004]

しかしながら、溶接構造物を組み立てた後、耐磨耗鋼板を張り合わせる製造方

法では、製作の手間や製造コストが増大するため、溶接構造物の強度部材として

適用することが可能な耐磨耗鋼板が望まれていた。

特許文献 1は、耐遅れ破壊性に優れた耐磨耗性銅板とその製造方法に関し、

耐遅れ破壊特性を改善するため、低 S i — 低P — 低 S —C r、M o N b系組成に、C

u 、V 、T i 、B及びC aの一種又は二種以上を含有する鋼を直接焼入れ (direct

quenching, D Qとも称す)し、必要に応じて焼戻し(tempering) することが記載されて

いる。

[0005]

特許文献 2は、耐磨耗性が高い鋼と鋼製品の製造方法に関し、0 . 24-0. 3 C

— N i 、C r 、M o 、B 系 において、これら元素 の含 有 量からなるパラメータ式

(parameter formula) を満足する組成で、5〜15体積 0/ 0 のオーステナイト(austenite)

を含むマルテンサイトまたはマル テンサイト.ベイナイト組織 （martensitic structure

and bainitic structure) を有し、耐磨耗性を向上させた鋼が記載され、当該成分

の鋼をオー ステナイト化温度（austenitizing temperature) 〜4 5 0での 間を冷却速

度 1で 秒以上で冷却することが記載されている。

[0006]

特許文献 3は、靭性 (toughness) およぴ耐遅れ破壊性に優れた耐磨耗鋼材なら

びにその製造方法に関し、C r、T i、Bを必須とする成分組成と表層が焼戻しマル

テンサイト(tempered martensite) で内質部が焼戻しマルテンサイトおよび焼戻し下

部べイナイト組織 (tempered lower bainitic structure) で、肉厚方向と圧延方向の

旧ォ一スァナイト粒径の比 (aspect ratio of prior austenite grain diameter) を規 E'

した鋼 材 と、当該 成 分 組 成 の鋼 を 9 0 0 で 以 下 で累積 圧 下 率 （cumulative

reduction ratio)50% 以上で熱間圧延後、直接焼入れし、焼戻しすることが記載さ

れている。

[ 0 0 0 7 ]



特許文献 4 は、靭性および耐遅れ破壊性 に優れた耐磨耗鋼材ならびにその製

造方法に関し、C r 、T i 、Bを必須とする成分組成と表層がマルテンサイトで内質部

がマルテンサイトと下部べイナイト組織の混合組織または、下部べイナイト単相組

織で、板厚 中央部における旧オー ステナイト粒径に対する圧延方向の旧オー ステ

ナイト粒径の比で表される旧オー ステナイト粒の展伸度 (elomgation rate) を規定し

た鋼材と、当該成分組成の鋼を9 0 0 以下で累積圧下率 50% 以上で熱間圧延

後、直接焼入れすることが記載されている。

[0008]

特許文献 5は溶接性 (weldability) 、溶接部の耐磨耗性おょぴ耐食性 (corrosion

resistance) に優れた耐磨耗鋼およびその製造方法に関し、4 〜 9mass% のC rを

必須元素とし、Cu 、N iの1種または2種を含有し、特定成分の含有量からなるパラ

メータ式を満足する鋼と、当該成分組成の銅を950¾ 以下で累積圧下率 30% 以

上で熱間圧延後、Ac3 以上で再加熱し、焼入れ処理を施すことが記載されてい

る。

[先行技術文献]

[特許文献]

[0009]

[特許文献 1]特開平 5 —51691 号公報

[特許文献 2 ]特開平 8 —295990 号公報

[特許文献 3 ]特開 2002 —1 15024 号公報

[特許文献 4 ]特開 2002 —80930 号公報

[特許文献 5 ]特開 2004 —162120 号公報

[発明の概要]

[発明が解決しょうとする課題]

[0010]

ところで、鋼材を溶接接合した際に、最も靭性 (toughness) の低下が問題となるの

は、溶融境界線 （fusion line) のボンド部 (bond area) における靭性劣化である力



焼 入 れままのマ ル テ ンサイト組 織 を有 する耐 磨耗 鋼 では、溶 融境 界 線 から離 れた

300^ 前後 に再加 熱 される溶接 熱影 響 部 （welded heat affected zone) (以 下 、H

A Z ともい う）に お い て も、低 温 焼 戻 し脆 ィ匕（low—temperature tempering

embrittlement) と言 われる靭 性 劣 化 が問題 となる。低 温 焼 戻 し脆 化 は、マ ル テ ン

サイト中の炭化 物 （carbide)の形 態 変化 (morphology change), 不純 物 元 素 等 の粒

界偏 析 (intergranular segregation) の相乗 した作用 によるものと考 えられている。

[001 1 ]

低 温 焼 戻 し脆 化 温 度 に再加 熱 された領 域 は、溶 接 時 のシ ー ル ドガ ス （shielding

gas) などから溶 接 部 に侵 入 する水 素 と、溶 接 熱 により発 生する残 留応 力 (residual

stress) が重 畳 して、遅 れ破 壊 （溶 接 部 で発 生 するこのような割 れ は、一 般 的 に低

温 割 れといわれる）が発 生 しやすぐ 特 に、高 強度 の耐 磨耗 鋼 では遅 れ破 壊 が発

生しやすい。

従 って、耐 磨耗 鋼 板 を、溶接 構 造 物 の強度 部 材 に適 用 する場 合 、ボンド部 およ

び溶 融 境 界 線 から離 れた 300¾ 前 後 に再加 熱 される溶 接 熱 影 響 部 の靭 性 を向

上 させることが必 要 であるが、従 来 の耐 磨耗 鋼 板 は、溶接 部 の低 温割 れ感 受 性 が

高 く、低 温 割 れ (cold crack) を防止 す るため には、予 熱 (preheating) や 後 熱 (post

heating) といった処 理 を溶接 の前 後 で行 い、鋼 板 中の水 素 の放 出と、残 留応 力 を

低 下させる必 要 があった。

[0012]

特 許 文 献 1および 2 には耐 磨耗 鋼 において溶 接 部 の靭 性 を向上 させ ることは記

載 されておらず 、特許 文 献 3および 4も母材 の靭性 向上 を目的 にミクロ組 織 を規 定

するものである。特 許 文 献 5 は溶 接 性 、溶 接 部 の耐 磨耗 性 については検 討 されて

いるが、溶接 部 靭 性 の向上 を 目的とするも の で はなぐ 特許 文 献 1 〜 5等 で提 案 さ

れている耐磨耗 鋼 では、溶接 部 の靱 性 と耐 遅 れ破 壊 特性 の双 方 を改 善 するには

至っていない。

そこで、本発 明 は、生産性 の低 下および製 造 コス トの 増 大を引き起 こすことなぐ

溶 接 部 の靱 性 と耐 遅 れ破 壊 特性 に優 れる耐 磨耗 鋼 板 を提 供 することを 目的 とす



る。本発明で溶接部靭性とは溶接熱影響部の靭性を意味し、溶接部靭性に優れ

るとは、特にボンド部と低温焼戻し脆化温度域での靭性に優れることを意味する。

[課題を解決するための手段]

[0013]

本発明者らは、上記課題を達成するため、耐磨耗銅板を対象に、溶接部の靱

性と耐遅れ破壊特性を確保するため、鋼板の化学成分、製造方法およびミクロ組

織を決定する各種要因に関して鋭意研究を行い、以下の知見を得た。

[0014]

1 . 優れた耐磨耗特性を確保するためには、鋼板の基地組織をマルテンサイトと

することが必須である。このためには、鋼板の化学組成を厳格に管理し、焼入れ性

を確保することが重要である。

2 . 優れた溶接部靱性を達成するためには、ボンド部における結晶粒の粗大化

を抑制することが必要であり、このためには鋼板中に微細な析出物を分散し、ピン

ニング効果(pinning effect)を活用することが有効である。

3 . 溶接熱影響部の低温焼戻し脆化温度域で優れた靱性を確保し、遅れ破壊

を抑制するためには、C、M n、Cr 、Pなどの合金元素量を適正に管理することが

重要である。

[0015]

本発明は、得られた知見に、さらに検討を加えてなされたもので、すなわち、本発

明は、

1 . mass% で、C :0 . 20〜0. 30% 、Si : 0 . 05~ 1. 0%、M n :0 . 40~ 1 . 2%、

P : 0 . 010% 以下、S :0 . 005% 以下、Cr : 0 . 40~ 1. 5%、N b : 0 . 005 〜0. 0 2

5%、T i : 0 . 005-0. 03%, A 1: 0 . 1%以下、N :0 . 0 1%以下を含有し、（1) 式

で示される焼入れ性指数(hardenability index) D I * 力 以上で、残部F eおよび

不可避的不純物からなる組成を有し、ミクロ組織がマルテンサイトを基地相とする

溶接部靭性おょぴ耐遅れ破壊特性に優れた耐磨耗鋼板。

DI * = 33. 8 5 X (0. I X C) 0 5 X (0. 7 X Si+ l ) X (3. 33 X Mn+ l ) X



(0. 3 5 X Cu+ l ) X (0. 36 X N i + l ) X (2. 16 X Cr+ l ) X (3 X Mo+ l ) X

( 1 . 7 5 X V + 1) ( 1 . 5 XW+ 1) (1)

(1) 式において、各元素記号は含有量（mass%)。

2 . 前記鋼組成に、mass% でさらに、 o : 0 . 05~1 . 0 % W : 0 . 0 5〜1 · 0 %、

Β : 0 . 0003-0. 0030% の1種または2種以上を含有することを特徴とする1記載

の溶接部靭性および耐遅れ破壊特性に優れた耐磨耗鋼板。

3 . 前記鋼組成に、mass% でさらに、Cu : l . 5 %以下、N i : 2 . 0 %以下、V : 0 .

1%以下の1種または2種以上を含有することを特徴とする1または2記載の溶接

部靭性および耐遅れ破壊特性に優れた耐磨耗銅板。

4 . 前記鋼組成に、mass °/oでさらに、REM :0 . 008% 以下、Ca :0 . 005% 以下

M g :0 . 005% 以下の1種または2種以上を含有することを特徴とする1乃至3のい

ずれか一つに記載の溶接部靭性および耐遅れ破壊特性に優れた耐磨耗銅板。

5 . 前記鋼板の表面硬度がブリネル硬さ(Brinell hardness) で400HBW10Z300

0以上である1乃至4のいずれか一つに記載の溶接部靭性および耐遅れ破壊特

性に優れた耐磨耗鋼板。

6 . 1乃至5のいずれか一つに記載の鋼板で、焼入れ性指数D I * が180 以下の溶

接部靭性おょぴ耐遅れ破壊特性に優れた耐磨耗銅板。

7 . 1乃至6のいずれか一つに記載の鋼板で、（2) 式を満足する溶接部靭性およ

ぴ耐遅れ破壌特性に優れた耐磨耗鋼板。

C + Mn/4-Cr/3 + 10P ≤ 0 . 4 7 (2)

(2) 式において、各元素記号は含有量（mass%)。

[発明の効果]

[0016]

本発明によれば、優れた溶接部の靱性および耐遅れ破壊特性を有する耐磨耗

鋼板が得られ、鋼構造物作製時の製造効率や安全性の向上に大きく寄与し、産

業上格段の効果を奏する。

[図面の簡単な説明]



[001 7]

[図1]T 形すみ肉溶接割れ試験を説明する図

[図2]溶接部のシャルピー衝撃試験片の採取位置

[発明を実施するための形態]

[0018]

本発明では成分組成とミクロ組織を規定する。

[成分組成]以下の説明において％はmaSS°/0とする。

C :0 . 20〜0 . 30%

Cは、マルテンサイトの硬度を高め、優れた耐磨耗性を確保するために重要な元

素でその効果を得るため、0 . 20% 以上の含有を必要とする。一方、0 . 30% を超

えて含有すると溶接性が劣化するだけでなく、ボンド部および低温焼戻し領域で

の靱性が劣化する。このため、0 . 20〜0 . 30% の範囲に限定する。好ましくは、0 .

20-0. 28% である。

[0019]

Si : 0 . 0 5〜1. 0%

Siは、脱酸材 (deoxidizing agent)として作用し、製鋼上、必要であるだけでなぐ

鋼に固溶して固溶強化(solid solution strengthening) により鋼板を高硬度化する

効果を有する。さらに、溶接熱影響部の焼戻し脆化領域における靱性劣化を抑

制する効果を有する。このような効果を得るためには、0 . 05% 以上の含有を必要

とする。一方、1. 0%を超えて含有すると、溶接熱影響部の靱性が顕著に劣化す

るため、0 . 0 5〜：. 0%の範囲に限定する。好ましくは、0 . 0 7〜0 . 5%である。

[0020]

Mn: 0 . 40~1 . 2%

M nは、鋼の焼入れ性(hardenability) を增加させる効果を有し、母材の硬度を確

保するために0 . 40% 以上は必要である。一方、1. 2%を超えて含有すると、母材

の靭性、延性および溶接性が劣化するだけでなく、Pの粒界偏析を助長し、遅れ

破壊の発生を助長する。このため、0 . 40- 1 . 2%の範囲に限定する。好ましくは、



0 . 4 0〜 1 . 1%である。

[0021]

P : 0 . 010% 以下

P力O. 010% を超えて含有すると、粒界に偏析し、遅れ破壊の発生起点になる

とともに、溶接熱影響部の靱性を劣化させる。このため、0 . 010% を上限とし、可

能なかぎり低減することが望ましい。尚、過度のP低減は精鍊コスト（refining cost)

を高騰させ経済的に不利となるため、0 . 002% 以上とすることが望ましい。

[0022]

S : 0 . 005% 以下

Sは母材の低温靭性 (low- temperature toughness) や延性（ductility)を劣化させ

るため、0 . 005% を上限として低減することが望ましい。

[0023]

Cr: 0 . 4 0〜 1 . 5%

Crは本発明において重要な合金元素であり、鋼の焼入れ性を增加させる効果

を有するとともに、溶接熱影響部の焼戻し脆化領域における靱性劣化を抑制する

効果を有する。これは、Crの含有により、鋼板中でのCの拡散が遅延され、低温焼

戻し脆化の発生する温度域に再加熱された時に、マルテンサイト中の炭化物の形

態変化が抑制されるためである。このような効果を有するためには、0 . 40% 以上

の含有が必要である。一方、1 . 5 %を超えて含有すると、効果が飽和し、経済的

に不利になるとともに、溶接性が低下する。このため、0 . 40~ 1 . 5 % の範囲に限

定する。好ましくは、0 . 40-1 . 2%である。

[0024]

N b : 0 . 005~0. 025%

N bは、炭窒化物 (carbonitride) として析出し、母材および溶接熱影響部のミクロ

組織を微細化するとともに、固溶N を固定して、溶接熱影響部の靱性改善と、遅

れ破壊 (delayed fracture) の発生抑制の効果を兼備する重要な元素である。このよ

うな効果を得るためには、0 . 005% 以上の含有が必要である。一方、0 . 025% を



超 えて含 有 すると、粗 大 な炭 窒化 物 が析 出し、破 壊 の起 点 となることがある。この

ため、0 . 005 〜0. 025 0/0の範 囲 に限定する。好 ましくま、0 . 007 〜0. 023 0/0で

ある。

[0025]

Ti: 0 . 005 〜0. 03%

T i は、固溶 N を固定してTiN を形成 することにより、ボンド部 における結 晶粒 の粗

大化 を抑 制 する効 果 を有するとともに、固溶 N の低 減 による低 温焼 戻 し温 度域 に

おける靱性 劣化 と遅 れ破 壊 の発 生を抑 制 する効果 を有する。これらの効果 を得 る

ためには、0 . 005% 以上 の含 有 が必 要 である。一方 、0 . 03% を超 えて含 有する

と、TiC を析 出し母 材 靱性 を劣化 する。このため、0 . 005 〜0. 03% の範 囲 に限

定する。好ましくは、0 . 007 〜0. 025% である。

[0026]

A 1: 0 . 1% 以 下

A 1は、脱酸剤 として作用 し、鋼 板 の溶鋼 脱酸 プロセスに於 いて、もっとも汎 用 的

に使 われる。また、鋼 中の固溶 N を固定してA1N を形成 することにより、ボンド部 に

おける結 晶粒 の粗 大化 を抑 制する効 果 を有するとともに、固溶 N 低減 による低 温

焼 戻し温度域 にお ける靱 性 劣化 と遅 れ破 壊 の発 生 を抑 制する効果 を有 する。一

方 、0 . 1% を超 えて含 有すると、溶接 時 に溶接 金属 （weld metal) に混入 して、溶

接 金 属 の靭 性 を劣 化 させるため、0 . 1% 以 下 に限定する。好 ましくは、0 . 0 1 -0.

07% である。

[0027]

N : 0 . 0 1% 以下

N はN bおよびT i と窒化 物 （nitride) を形成 し、溶接 熱影 響 部 の結 晶粒 粗 大化 を

抑 制する効 果 を有 する。しかしながら、0 . 0 1% を超 えて含 有すると、母 材 および

溶接部靭性 が著しく低 下するため、0 . 0 1% 以 下 に限定する。好 ましくは、0 . 001

0〜0. 0070% である。残 部 はF e及び不可避 的不純物である。

本発 明では、更 に特性 を向上させるため、上記基本成 分 系 に加 えて、M o、W 、



B 、Cu 、N i 、V 、REM, C a、M gの1種または2種以上を含有することができる。

[0028]

M o : 0 . 05~1 . 0 %

M oは、焼入れ性を顕著に増加させ、母材の高硬度化に有効な元素である。この

ような効果を得るためには、0 . 05% 以上とすることが好ましいが、1 . 0 % を超える

と、母材靭性、延性および耐溶接割れ性 （weld crack resistance) に悪影響を及

ぼすため、1 . 0 %以下とする。

[0029]

W : 0 . 05~1 . 0 %

W は、焼入れ性を顕著に增加させ、母材の高硬度化に有効な元素である。このよ

うな効果を得るためには、0 . 05% 以上とすることが好ましいが、1 . 0 % を超えると、

母材靭性、延性および耐溶接割れ性 に悪影響を及ぼすため、1 . 0 % 以下とす

る。

[0030]

B : 0 . 0003 〜0. 0030%

B は、微量の添加で焼入れ性を顕著に増加させ、母材の高硬度化に有効な元素

である。このような効果を得るためには、0 . 0003% 以上とすることが好ましいが、

0 . 0030% を超えると、母材靭性、延性および耐溶接割れ性に悪影響を及ぼす

ため、0 . 0030% 以下とする。

C u 、N i 、V は、いずれも銅の強度向上に寄与する元素であり、所望する強度に

応じて適宜含有できる。

[0031]

C u : l . 5 % 以下

C u は、焼入れ性を增加させ、母材の高硬度化に有効な元素である。このような

効果を得るためには、0 . 1 % 以上とすることが好ましいが、1 . 5 % を超えると効果

が飽和し、熱間脆性 (hot brittleness) を生じて銅板の表面性状を劣化させるため、

1 . 5%以下とする。



[0032]

N i :2. 0%以下

Niは、焼入れ性を増加させ、母材の高硬度化に有効な元素である。このような効

果を得るためには、0 . 1%以上とすることが好ましいが、2. 0%を超えると効果が

飽和し、経済的に不利になるため、2. 0%以下とする。
[0033]

V :0 . 1%以下

Vは、焼入れ性を増加させ、母材の高硬度化に有効な元素である。このような効

果を得るためには、0 . 0 1%以上とすることが好ましいが、0 . 1%を超えると、母材

靭性および延性を劣化させるため、0 . 1%以下とする。

[0034]

REM, CaおよびMgは、いずれも靭性向上に寄与し、所望する特性に応じて選

択して添加する。REM を添加する場合は、0 . 002% 以上とすることが好ましいが、

0. 008% を超えても効果が飽和するため、0. 008% を上限とする。
Caを添加する場合は、0 . 0005% 以上とすることが好ましい力、0 . 005% を超

えても効果が飽和するため、0 . 005% を上限とする。
Mgを添加する場合は、0 . 001 %以上とすることが好ましレ、が、0 . 005% を超え

ても効果が飽和するため、0 . 005% を上限とする。

[0035]

DI * = 33. 85 X (0. 1 XC) 0 5 X (0. 7 X Si+ l ) X (3. 33 XMn+ l ) X

(0. 35 XCu + l ) X (0. 36 Χ Ν Ϊ + 1) X (2. 16 XCr+ l ) X (3 XMo+ l )

(1 . 75 XV+ 1) X (1 . 5 XW+ 1) · · · (1)

各元素記号は含有量（質量％)とする。

本パラメータ：DI * (焼入れ性指数）は上述した成分組成の範囲内で、母材の基

地組織をマルテンサイトとし、優れた耐磨耗性を有するために規定するもので、本

パラメータの値を45以上とする。45未満の場合、板厚表層からの焼入れ深さが1

Ommを下回り、耐磨耗鋼としての寿命が短くなる。



本パラメータの値DI * が180を超えるようになると母材の基地組織はマルテンサ

イトで耐磨耗性は良好であるが、溶接時の低温割れ性および溶接部の低温靭性

が劣化するようになるので、180以下とすることが好ましい。より好ましくは、50〜1

60の範囲とする。

[0036]

C+ Mn/4-Cr/3 + 10P ≤ 0. 47 · · · (2)

各元素記号は含有量（質量％)とする。

母材の基地組織をマルテンサイトとし、溶接施工を行ったときにボンド部および

低温焼戻し脆化域のいずれのおいても優れた靭性を有する成分組成とする場合、

上述した成分組成の範囲内で、本パラメータ：じ+ 1 4—〇：ノ3+ 10 の値を

0. 47以下とする。0. 47を超えても、母材の基地組織はマルテンサイトで耐磨耗

性は良好であるが、溶接部の靭性が、顕著に劣化するようになる。好ましくは、

0. 45以下である。

[0037]

[ミクロ組織]

本発明では、耐磨耗特性を向上させるため、鋼板のミクロ組織の基地相 (base

phase or main phase)をマノレテンサイトに規定する。マノレテンサイト以外のべィナイ

ト(bainite )、フェライHferrite) などの組織は、耐磨耗性が低下するため出来るだけ

混合しないほうが好ましいが、これらの組織の合計の面積分率(area ratio) が10%

未満であれば、その影響が無視できる。また、鋼板の表面硬度がブリネル硬さで4

00HBW10Z3000 未満の場合には、耐磨耗鋼としての寿命が短くなる。そのた

め、表面硬度をブリネル硬さで400HBW10Z3000 以上とすることが望ましい。

[0038]

なお、ボンド部のミクロ組織は、マルテンサイトおよびべイナイトの混合組織である。

マルテンサイトおよびべイナイト以外のフェライトなどの組織は、耐磨耗性が低下す

るため出来るだけ混合しないほうが好ましいが、これらの組織の合計の面積分率が

20%未満であれば、その影響が無視できる。



さらに、ボンド部の靭性を確保するためには、N bおよびT iの 炭窒化物は1 がm 以

下の平均粒径のもの力《10 0 0個 Zmm 2以上存在し、旧オーステナイトの平均結晶

粒径が200 未満であり、かつ傾角（radial hook) が1 5 ° 以上の大角粒界 (large

tilt grain boundary) で囲まれた下部組織 (lower microstructure) の平均結晶粒径

が7 0 m 未満であることが好ましい。

[0039]

本発 明に係る耐磨耗銅は以下の製造条件で製造することが可能である。説 明に

おいて、温度 に関する「 」表示は、板厚 の1Z2 位置 における温度を意味するも

のとする。上記 した組 成 の溶 鋼 を、公 知 の溶 製 方 法 で溶 製 し、連 続 铸 造 法

(continuous casting process) あるいは造塊 一分塊圧延法により、所定寸法のスラ

ブ (slab) 等の鋼素材とすることが好ましい。

[0040]

次いで、得られた鋼素材 を、冷却することなく直後 に、または冷却した後 に950

〜 1 2 5 0 に加熱した後、熱 間圧延し、所望の板厚の鋼板とする。熱 間圧延直後

に水冷し、あるいは、再加熱 して焼入れを行う。その後、必要 に応じて、300 て以

下での焼戻しを実施する。

[実施例 1 ]

[0041]

転炉 (steel converter) — 取鍋精鍊 (ladle refining) — 連続铸造法で、表 1に示す

種 々の成分組成 に調製した鋼スラブ (steel slab) を、1000 〜 1 250 て にカロ熱した

後、表 2に示す製造条件で、熱 間圧延を施し、一部の鋼板 には圧延 直後 に水冷

(焼入れ （DQ) ) をし、その他の鋼板 については、圧延後空冷し、再加熱後、水冷

(焼入れ (RQ) ) を行った。

得られた鋼板について、表面硬度測定、耐磨耗性評価、母材靭性 測定、T 形す

み肉溶接割れ試験(耐遅れ破壊特性評価)、溶接部再現熱サイクル試験および実

継 手の溶接部の靭性試 験を下記 の要領 で実施した。得 られた結果 を表 3 に示

す 。



[0042]

[表面硬度 1]

表面硬度測定はJIS Z2243 ( 1 998) に準拠し、表層下の表面硬度を測定した

(表層のスケールを除去した後に測定した表面の硬度）。測定は直径 10mm のタ

ングステン硬球 (tungsten hard ball) を使用し、荷重は3000kgf とした。

[0043]

[母材靭性 1]

各銅板の板厚 1 4位置の圧延方向と垂直な方向から、JIS Z 2202 ( 1 998 年）

の規定に準拠してV ノッチ試験片 (V notch test specimen) を採取し、JIS Z 224

2 (1998 年）の規定に準拠して各鋼板について各温度 3本のシャルピー衝撃試験

(Charpy impact test) を実施 し、試験温度 0 ¾：で の吸収エネルギー（absorbed

energy) を求め、母材靭性を評価した。試験温度 0では温暖地域での使用を考盧

して選定し,こ。

試験温度 0ででの吸収エネルギー （vE。と言う場合がある。) の3本の平均値が3

0J以上を母材靭性に優れるもの（本発明範囲内）とした。

[0044]

[耐磨耗性 1]

耐磨耗性は、ASTM G65 の規定に準拠し、ラバーホイール試験 (rubber wheel

abrasion test) を実施した。試験片は lOmmt (t ：板厚）X 75mmw(w :幅）X 20m

m L (L :長さ）（板厚が lOmmt 未満の場合は、t (板厚）X 75mmwX 20mmL) とし、

磨耗材に100%SiO 2磨耗砂 (abrasive sand)を使用して実施した。

試験前後での試験片重量を測定し、磨耗量を測定した。試験結果は、軟銅板

(SS400) の磨耗量を基準 （1 . 0 ) として、耐磨耗比 ：（軟鋼板の磨耗量） (各鋼

板の磨耗量）で評価した。耐磨耗比が大きいほど、耐磨耗性に優れていることを意

味し、本発明範囲では、耐磨耗比4 . 0以上を耐磨耗性に優れるものとした。

[0045]

[遅れ破壊 1]



T 形すみ肉溶接割れ試験 (T shape fillet weld cracking test) は、図 1の通りにT 形

に組み立てた試験体を被覆アーク溶接 (shielded metal arc welding) にて拘束溶

接 (restriction welding) を実施した後、室温 （25で X 湿度 60%) もしくは、100¾

に予熱した後、試験溶接を実施した。

溶接方法は、被覆アーク溶接 （溶接材料 ：LB52UL (4. Ο Φ ) ) で、入熱 17k

jZcm とし、3層 6パスの溶接を実施した。溶接後、4 8 時間室温で放置した後、試

験板の溶接部断面観察サンプル （ビード長 200mm を5等分）を5枚採 取し、溶接

熱影響部での割れの発生の有無を投影機 （projector) および光学顕微鏡 (optical

microscope) により、調査した。予熱なし、および予熱 100 でとも、採取した各 5枚の

断面サンプル において、溶接熱影響部で割れの発生が全くないものを耐遅れ破

壊特性 に優れるとして評価した。

[0046]

[溶接部靭性

溶接部再現熱サイクル試験 (synthetic heat-affected zone test) は、溶接入熱 1 7

kjZcm の 1層炭酸ガスアーク溶接を行った場合のボンド部および低温焼戻し脆

化領域のそれぞれを模擬した。ボンド部の模擬 は、1400¾ で 1秒間保持し、800

〜200 での冷却速度を3 0で sとした。また、低温焼戻し脆化領域の模擬 は、3 0

0 ¾ で 1秒間保持し、300 〜 100^ を5 ノ 3 で冷却した。

圧延方 向から採取した角棒状試験片（square bar test specimen) に高周波誘導

カ卩熱装置 (high—frequency induction heating device) で上述しに 熱サイクノレ(heat

cycle) 付与した後、JISZ2242 ( 1 998 年）に準じてV ノッチシャルピー衝撃試験を

行った。V ノッチシャル ピー衝撃試験 は試験温度を0 として各銅板 について3本

の試験片で行った。

ボンド部および低温焼戻し脆化領域の吸収エネルギー （vE。；) の各 々3本の平均

値が30J 以上を溶接部靭性に優れるもの（本発明範 囲内）とした。

[0047]

[溶接部靭性 1 一 2]



さらに、実継 手 の靭 性 を確 認 するため、被 覆 アーク溶 接 (shielded metal arc

welding) (入熱 (heat input) 17kj/ cm 予熱 1 5 0 、溶接材料 (welding material) ：

LB52UL (4. Ο Φ ) ) で鋼板にビードオンプレート溶接 (bead on plate welding)

を行った。シャルピー衝撃試験片を表面下 lmm の位置より採取し、ノッチ位置を

ボンド部として、JISZ2242 (1998 年）に準じてV ノッチシャルピー衝撃試験を行つ

た。図 2にシャルピー衝攀片の採取位置、ノッチ位置 （notch location) を示す。

実継手 (actual weld joint) のV ノッチシャルピー衝撃試験は試験温度を0でとして

各試験温度について3本の試験片で行った。吸収エネルギー （vE。）の3本の平均

値が30J 以上をボンド部靭性に優れるもの（本発明範囲内）とした。

表 2に供試鋼板の製造条件を、表 3に上記各試験の結果を示す。本発 明例 （鋼

No. 1〜5) は、表面硬度が400HBW10/3000 以上を有し、耐磨耗性 に優れ、

0 の母材靭性が30J 以上を有し、さらに、T 形すみ肉溶接割れ試験で割れが発

生せず、また、溶接部再現熱サイクル試験および実溶接部においても優れた靭性

を有し、溶接部靭性に優れていることが確認された。

一方、成分組成が本発明範囲外の比較例 （鋼No. 6 〜：4 ) は、表面硬度、耐磨

耗性、T 形すみ肉溶接割れ試験、母材靭性、再現熱サイクルシャルピー衝擊試験、

実継手シャルピー衝撃試験（Charpy impact test of actual weld joint) のいずれ力

あるいはその複数が目標性能を満足できないことが確認された。

[実施例 2 ]

[0048]

転炉 一取鍋精鍊 一連続铸造法で、表 4 に示す種 々の成分組成に調製した鋼ス

ラブを、1000 〜：1250^ に加熱した後、表 5に示す製造条件で、熱間圧延を施し、

一部の鋼板 には圧延直後に水冷 （焼入れ（DQ) ) をし、その他の鋼板については、

圧延後空冷し、再加熱後、水冷 （焼入れ (RQ) ) を行った。

得られた鋼板について、表面硬度測定、耐磨耗性評価、母材靭性測定、T 形す

み肉溶接割れ試験(耐遅れ破壊特性評価)、溶接部再現熱サイクル試験および実

継 手の溶接部の靭性試験を下記の要領で実施した。得られた結果を表 6 に 示



す。

[0049]

[表面硬度 2]

表面硬度測定はJIS Z2243 ( 1998) に準拠し、表層下の表面硬度 （表層のス

ケールを除去した後に測定した表面の硬度）を測定した。測定は直径 10mm のタ

ングステン硬球を使用し、荷重は3000kgf とした。

[0050]

[母材靭性 2]

各銅板の板厚1Z4 位置の圧延方向と垂直な方向から、JIS Z 2202 ( 1 998 年）

の規定に準拠してV ノッチ試験片を採取し、JIS Z 2242 ( 1 998 年）の規定に準

拠して各鋼板について各温度 3本のシャルピー衝撃試験を実施し、試験温度0¾

および—40¾ での吸収エネルギーを求め、母材靭性を評価した。試験温度0¾ は

温暖地域での使用を、試験温度—4 0 は寒冷地域 (cold region) での使用を考

慮して選定した。

試験温度0 での吸収エネルギー（vE。と言う場合がある。： の3本の平均値が3

0J以上でかつ、試験温度—40 ででの吸収エネルギー（vE_4。と言う場合がある。)

の3本の平均値が27J 以上を母材靭性に優れるもの（本発明範囲内）とした。なお、

板厚が10mm 未満の鋼板に関しては、サブサイズ（5mm X 10mm) のV ノッチシャ

ルビー試験片を採取し、シャルピー衝撃試験を実施し、3本の吸収エネルギー（V

E。）の平均値が15J以上でかつ、3本の吸収エネルギー （vE— 4。）の平均値が1 3J

以上を母材靭性に優れるもの（本発明範囲内）とした。

[0051]

[耐磨耗性 2]

耐磨耗性は、ASTM G65 の規定に準拠し、ラバーホイール試験を実施した。

試験片は10mmt (t :板厚）X 75mmw (w :幅）X 20mmL (L :長さ）（板厚が10m

m t未満の場合は、t (板厚）X 75mmw X 20mmL) とし、磨耗材に100%SiO 2磨

耗砂を使用して実施した。



試験前後での試験片重量を測定し、磨耗量を測定した。試験結果は、軟鋼板

(SS400) の磨耗量を基準 （1 . 0 ) として、耐磨耗比：（軟鋼板の磨耗量） (各鋼

板の磨耗量）で評価した。耐磨耗比が大きいほど、耐磨耗性に優れていることを意

味し、本発明範囲では、耐磨耗比4 . 0以上を耐磨耗性に優れるものとした。

[0052]

[遅れ破壊 2]

T形すみ肉溶接割れ試験は、図1の通りにT形に組み立てた試験体を被覆アーク

溶接にて拘束溶接を実施した後、室温（25¾ Χ湿度60%) もしくは、100 でに予

熱した後、試験溶接を実施した。 ,

溶接方法は、被覆アーク溶接（溶接材料：LB52UL (4. Ο ι Φ ) )で、入熱 17k

j cmとし、3層6パスの溶接を実施した。試験後、4 8時間室温で放置した後、試

験板の溶接部断面観察サンプル （ビード長200mm を5等分）を5枚採取し、溶接

熱影響部での割れの発生の有無を投影機および光学顕微鏡により、調査した。

予熱なし、および予熱100 でとも、採取した各5枚の断面サンプルにおいて、溶接

熱影響部で割れの発生が全くないものを耐遅れ破壊特性に優れるとして評価し

た。

[0053]

[溶接部靭性2—1]

溶接部再現熱サイクル試験は、溶接入熱 17 cmの1層炭酸ガスアーク溶接

(one pass C0 2 gas shielded arc welding) を行った場合のボンド部および低温焼

戻し脆化領域のそれぞれを模擬した。ボンド部の模擬は、1400^ で1秒間保持し、

800 〜200¾ ：の冷却速度を30でズ3とした。また、低温焼戻し脆化領域の模擬は、

300 でで1秒間保持し、300 〜100 でを5で sで冷却した。

圧延方向から採取した角棒状試験片に高周波誘導加熱装置で上述した熱サイ

クル付与した後、JISZ2242 ( 1998 年）に準じてVノッチシャルピー衝撃試験を行

つた。Vノッチシャルピー衝撃試験は試験温度をO および一40^ として各鋼板に

ついて各温度3本の試験片で行った。



ボンド部および低温焼戻し脆化領域の吸収エネルギー （vE。； の各々3本の平均

値が30J 以上、かつ、吸収エネルギー （vE_ 4。）の各々3本の平均値が27J 以上を

溶接部靭性に優れるもの（本発明範囲内）とした。

なお、板厚力 Om x 未満の鋼板に関しては、サブサイズ（5mm X 10mm) のV ノ

ツチシャルピー試験片を採取し、シャルピー衝撃試験を実施し、ポンド部および低

温焼戻し脆化領域の吸収エネルギー （vE。： の各々3本の平均値が1 5J以上でか

つ、吸収エネルギー （vE— 4。）の各々3本の平均値が1 3J以上を溶接部靭性に優

れるもの（本発明範囲内）とした。

[0054]

[溶接部靭性 2 —2]

さらに、実継手の靭性を確認するため、被覆アーク溶接 （入熱 1 7kjZcm 、予熱 1

5 0で、溶接材料 ：LB52UL (4. Ο Φ ) )で鋼板にビードオンプレート溶接を行

つた。シャルピー衝撃片を表面下 lmm の位置より採取し、ノッチ位置をボンド部と

して、JISZ2242 ( 1 998 年）に準じてV ノッチシャルピー衝撃試験を行った。図2に

シャルピー衝撃片の採取位置、ノッチ位置を示す。

[0055]

実継手のV ノッチシャルピー衝撃試験は試験温度を0 および— 40^ ：として各

試験温度について3本の試験片で行った。吸収エネルギー （vE。）の3本の平均値

が30J 以上でかつ、吸収エネルギー （vE—4。）の3本の平均値が27J 以上をポンド部

の靭性に優れるもの（本発明範囲内）とした。

なお、板厚力SlOmm 未満の銅板に関しては、サブサイズ（5mm X I Omm) のV ノ

ツチシャルピー試験片を採取し、シャルピー衝撃試験を実施し、吸収エネルギー

(vE 。）の3本の平均値が15J 以上でかつ、吸収エネルギー （vE—4。）の3本の平均

値が1 3J以上をボンド部靭性に優れるもの（本発明範囲内）とした。

[0056]

表 5に供試鋼板の製造条件を、表 6に上記各試験の結果を示す。本発明例 （銅

No. 1 5〜：7 (伹しNo. 1 7は板厚 8mm) ) は、表面硬度カミ400HBW10/3000



以上を有し、耐磨耗性に優れ、O の母材靭性が30J以上を有し、かつ—40での

母材靭性が27J以上を有し、さらに、T形すみ肉溶接割れ試験で割れが発生せず、

また、溶接部再現熱サイクル試験および実溶接部においても優れた靭性を有し、

溶接部靭性に優れていることが確認された。

[0057]

一方、成分組成は本発明範囲内であるが、DI * が180を超える鋼No 18の場

合、表面硬度、耐磨耗性、母材靭性、T形すみ肉溶接割れ試験は良好であるが、、

低温焼き戻し脆化領域相当の再現熱サイクルシャルピー衝撃試験および実継手

シャルピー衝撃試験が目標性能の下限値に近ぐ溶接部の低温靭性が他の発明

例と比べて劣っていることが確認された。

[0058]

鋼No. 19は、成分組成のうち、Siが本発明範囲外のため、表面硬度、耐磨耗

性、母材靭性は良好であるが、溶接熱影響部の焼戻し脆化領域における靱性が

劣化し、T形すみ肉溶接割れ試験、低温焼き戻し脆化領域相当の再現熱サイク

ルシャルビー衝撃試験および実継手シャルピー衝撃試験が目標性能を満足でき

なかった。

[0059]

鋼No. 20は成分組成は本発明範囲内であるが、（2) 式が0.47 を超えるため、

再現熱サイクルシャルピー衝撃試験、実継手シャルピー衝撃試験ともvE- 4。が本

発明性能の下限に近く、他の発明例と比べ劣っていることが確認された。なお、表

4、5、6の記載において鋼No. 18，20は成分組成は請求項3の本発明範囲内だ

力、DI * 、（2)式の値が請求項6、7の本発明範囲外のため比較例とした。
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表 2
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注 :下線は本発明範囲外
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請求の範囲

[請求項1]

mass% で、C : 0 . 20—0. 30% 、Si : 0 . 05~1 . 0 % 、 n :0 . 40~1 . 2%、P :

0 . 010% 以下、S :0 . 005% 以下、Cr : 0 . 4 0〜1. 5% 、N b :0 . 005 〜0. 025%

T i : 0 . 005-0. 03% 、A 1:0 . 1%以下、N : 0 . 0 1%以下を含有し、（1) 式で示さ

れる焼入れ性指数D I * が4 5以上で、残部F eおよび不可避的不純物からなる組

成を有し、ミクロ組織がマルテンサイトを基地相とする溶接部靭性おょぴ耐遅れ破

壊特性に優れた耐磨耗鋼板。

D I * = 33. 8 5 X (0. I X C ) 0 5 X (0. 7 X Si+ l ) X (3. 3 3 X Mn+ l ) X (0. 3

5 X Cu+ l ) X (0. 36 Χ Ν Ϊ + 1) X (2. 16 X Cr+ l )

X ( 3 X MO+ 1 ) X ( 1 . 7 5 XV+ 1 ) X ( 1 . 5 XW+ 1 ) (1)

(1) 式において、各元素記号は含有量（mass%)。

[請求項2]

前記鋼組成に、mass% でさらに、M o : 0 . 05~1 . 0 % 、W : 0 . 05~ 1 . 0%、B :

0 . 0003 〜0. 0030% の1種または2種以上を含有することを特徴とする請求項 1

記載の溶接部靭性および耐遅れ破壊特性に優れた耐磨耗銅板。

[請求項3]

前記鋼組成に、mass% でさらに、Cu : l . 5%以下、N i : 2 . 0%以下、V :0 . 1%

以下の1種または2種以上を含有することを特徴とする請求項 1または2記載の溶

接部靭性および耐遅れ破壊特性に優れた耐磨耗鋼板。

[請求項4 ]

前記銅組成に、mass% でさらに、REM : 0 . 008% 以下、Ca :0 . 005% 以下、

M g :0 . 005% 以下の1種または2種以上を含有することを特徴とする請求項 1乃

至3のいずれか一つに記載の溶接部靭性および耐遅れ破壊特性に優れた耐磨

耗鋼板。

[請求項5]

前記鋼板の表面硬度がブリネル硬さで400HBW10Z3000 以上である請求項



1乃至4のいずれか一つに記載の溶接部靭性おょぴ耐遅れ破壊特性に優れた耐

磨耗鋼板。

[請求項6]

請求項 1乃至5のいずれか一つに記載の鋼板で、焼入れ性指数D I * が18 0以

下の溶接部靭性および耐遅れ破壊特性に優れた耐磨耗銅板。

[請求項7]

請求項 1乃至6のいずれか一つに記載の銅板で、（2) 式を満足する溶接部靭性

およぴ耐遅れ破壊特性に優れた耐磨耗鋼板。

C + Mn/4-Cr/3 + 10P ≤ 0 . 4 7 (2)

(2) 式において、各元素記号は含有量 （mas S%)。
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